
 

 ⅣⅣ．．大大都都市市のの特特性性にに合合っったた税税財財政政制制度度のの構構築築  

 

日本経済の持続的な成長に向けて大都市に対する期待は大きい。指定都市は、全国の２割の人

口規模を有する中で、高いＧＤＰの水準を保ちながら首都圏、中部圏、近畿圏などの大都市圏の

核として､また、各ブロックや道府県の中心として地域経済を牽引している。 

今後も、経済活動のグローバル化、産業のソフト化･サービス化などの動きの中で、成長性が

期待される第３次産業等が集積する大都市は､周辺地域とともに発展するための成長のエンジン

としての役割を果たすことが求められている。 

その一方で、経済的な地域間格差の拡大が生じることで、特に法人からの税収の増加によって、

法人の集積が顕著な大都市の税収が増大し、税収の偏在性が高まるとの意見がある。 

しかし､その実態についてみると、前述のとおり、人口や産業の集積性、高次な都市機能や産

業の高度化、それぞれの都市圏における中枢性などに対応するための財政需要が生じている。ま

た､安全･安心、貧困や少子化などの都市的課題に対応するための財政需要も生じている。 

このような大都市特有の財政需要が歳出増の要因になっているが、大都市特有の財政需要に対

応した税財政制度が確立していないこと、事務配分の特例に対応した措置が不足していることな

どにより、自主財源による歳入の十分な確保は難しい状況にあり、債務の増大を招いているため、

大都市の財政状況は全国と比較して厳しい状況にある。 

以上のように、大都市は集積性･高次性･中枢性を背景として日本経済を牽引する役割を有する

一方、様々な都市的課題があり、これら大都市特有の財政需要に対応するため、大都市は厳しい

財政状況にある。そのため、大都市特有の財政需要に対応した都市税源の充実強化を図るなど、

大都市の特性に合った税財政制度の構築が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅠⅠ．．大大都都市市のの特特性性 ⅡⅡ．．大大都都市市特特有有のの財財政政需需要要 ⅢⅢ．．厳厳ししいい大大都都市市のの財財政政状状況況

☆集積性・高次性・中枢性と成長性 ☆起因する財政需要 ・高い歳出水準

・多くの人が暮らし行き交う活発な経済活動 ・法人需要や都市インフラ需要 ・税収の寄与率が低く

・高度で多様な産業・社会・文化活動 ・道府県並みの事務 　多額の起債が必要な歳入構造

・都市圏の中核を担う指定都市 ・大都市特例事務に係る税制上の

・日本経済を牽引する大都市経済 　措置不足

☆都市的課題 ☆対応する財政需要 ・配分割合の低い市域内税収

・過密や集中に起因する都市的課題 ・安全・安心、福祉など多様な課題 ・大都市における財政状況の悪化

大大都都市市のの特特性性にに合合っったた税税財財政政制制度度のの構構築築がが必必要要
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